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Abstract
 Accordixxg to Islamic teachings, adultery is a reiigious crime, and a strict punishment
(termed the Hudud }aw) that entai}s stoning (rejam) m kst be inflicted on both male and
femaie Mus}ims who commit adukery.
 Since November 25, 1993, until now, the Parti Is}am SeMa}aysia (PAS) has held the
reins of the Kelantan state goverxxment axxd enforced the Hudud bil}. The objective of the
PAS is to impose its r kles on Malay citizens.For examp}e, the PAS asserts that Muslims
have no choice but to accept Hudud. Accordixxg to them, Hudud laws ensure the safety
of the Malaysian eitizens.
 However, the Uxxited Malays National Organization (UMNO) holds the reins of the
federal government, and human rights groups have strongly criticized the enforeement
of the Hudud bM from the viewpoints of human rights and politicai issnes. For exam-
p}e, the ex-Prime Minister Dr. Mahathir opines that the PAS law is the resuk of the in-
terpretations of Islamic teachixxgs by the PAS officials.
 The purpose of this st kdy is to analyze al} the arguments and eonditions of males
such as UMNO and PAS officers, humalt rights group officers, and religious leaders,
with regard to adu}tery (zina) under the Hudud bil} that was enforced in Kelantan.
Further, we attempt to examine and analyze the relationship between Islamic teachings
and the real society in Ma}aysia.
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はUめに
　1993年11月25日，マレーシア半島東海岸部に位置するクランタン州において，国内で初め
て反イスラーム的行為《姦通（zina）や盗みなど》をコーランやハディースの記述にある厳格な
刑罰（石打など）で罰するフドゥード（単数形はパッド）法案が可決された（Sisters　in　Islam
eds1995：7）。これは連邦政府では野党のPAs　i）（イスラーム党）の主導によるもので，憲法の
保障するイスラーム法の可決に関する州政府2）権限を遵守し、合法的な手続きのもとで成立した
（多和田2005：123）。さらに2002年，トレンガヌ州でも，PASはフドゥード法案可決に意欲を
みせ，連邦政府与党のUMNO3）（統一マレー人国民組織）や人権問題を推進している政府系・
非政府系「NGO　4）」関係者の危機感を大いに煽っている。彼らがフドゥード法案に危機感を持
つ主な理由については後で詳しく論じるが，さしあたり国内の非イスラーム教徒（華人やインド
系）の反発、従来の法体制への影響などがあげられる。そして，これらの問題点をめぐって，先
程のUMNOやPAS、各「NGO」関係者などの間で激しい論争が起きている。
　さて，法案可決後，ホットな論争に発展しているPASのフドゥード法案問題であるが，同問
題をめぐる各方面の議論に焦点をあてた研究は比較的，少ない。まず，フドゥード法案の与えた
社会的影響に関する研究としてはHamayotsuがフドゥード法をめぐる政党間の争いを
（Hamayotsu　2003），多和田がフドゥード法案可決の政治的経緯を（多和田2005），　Vidhuが政
府系・非政府系「NGo」による反フドゥード法案キャンペーンの模様（vidhu　2004）を報告して
いる。また，イスラーム法学からのフドゥード法案研究としてはHooker（2003），　Mohammad
Hashim　Kamali（1995）らの研究がある。
　そこで，筆者は特に同法案にある姦通罪をめぐる議論について注目していきたい。その理由は
フドゥード法案をめぐる議論は特に姦通罪に焦点を当てており，その議論の中で語られるマレー
社会における女性イスラーム教徒の人権問題が筆者の興味を引いたからである。従って，筆者は
本論文を通じてフドゥード法案の姦通羅をめぐる議論を検討していくことで，マレー社会におけ
るイスラームとセクシャリティのあり方の一端を考察していきたいと考えている。なお，無論
同法案可決がもたらした，その他の問題（法制上の問題など）についても検討していきたい。
　以上，本論文では，上記の点を念頭に置いた上で，まず，PASのフドゥード法案における姦
通罪の概要を検討し，姦通をめぐる各方面の議論を詳しく考察していく。また，本論文はフドゥー
ド法案に関する書籍や，2001年ll月から2002年3月までの約一年間にわたって首都クアラル
ンプールのモスクで実施した宗教指導者やそこに通うマレー系の人々（多くは地方出身者）を対
象とした聞き取り調査，2007年8月に約1ヶ月間行った「NGO」や政府関連団体の関係者を対
象とした聞き取り調査5）で得た資料を活用し，議論を進めていく。
　では，さしあたりPASによってクランタン州で可決されたフドゥード法案における姦通羅の
概要について検討していく。
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1　クランタン艸1の：：フドゥード法案における姦通罪の概要：
　1993年，PASによってクランタン州で可決されたフドゥード法案は72の条項からなり，そ
の条項は6つのパート（刑罰，報復，証拠，刑罰の適用条件，一般的な条項，門門手続き）に区
分される（Mohammad　Hashim　Kamali　1995：7）。ここではSisters　in　Islam6）によるクラン
タン州のフドゥード法案報告（1995）を参考に姦通罪に関する条項を整理する。では姦通羅の定
義と刑罰の内容から整理する。
咽　姦通の定義と刑罰
　フドゥード法10条1項では，姦通は婚姻関係にはない男女間の性的交渉への罪と定義しており，
同2項では既婚者で姦通をした者をmohsan，未婚者で姦通をした者をghairu　mohsanとに区
分している。そして，11条の1項で，前者には死ぬまで石打ち刑（relam），同2項では，後者
に100回の鞭打ち刑と一年間の禁固刑を科すと規定している。次に12条では，4人の目撃者（公
正な男性ムスリムに限定される）の証言によって証明できなかった姦通の告発もしくは，告白
に対してカザフ（qazaf）の刑が科せられるとある。また，13条では，カザフ刑として80回の鞭打
ちを告発者が後悔し、証言するまで科すと規定している（Sisters　in　Islam　eds1995：114415）。
　次に姦通の認定方法について整理する。
2　姦通の認定1方法
　姦通の認定方法は40条，41条で公正な男性ムスリムの4名の証言，39条2項で被告人の自白，
46条2項で未婚の女性による妊娠出産を有力な証拠としている。他方，46条1項では，状況
証拠は証拠として認定されないとある。また，43条2項では目撃者の証言が証拠不十分，もし
くは，姦通を証言する目撃者の数が4人を下回った場合にその証言は無効とされ，フドゥード法
の執行は停止されると規定している。さらに45条では，被告人の自白が撤回された場合も同法
の執行が停止されるとある。なお，44条2項で被告人が審判中に自白を4回すれば刑が確定す
るとある。そして，47条では43条，45条にあるフドゥード法停止後の対応として，同法にある
刑罰よりも軽いtazir7）刑を科すように規定している（Sisters　in　Islam　eds1995：122425）。
　次に減刑措置と刑の執行延期について整理する。
3　減刑措置と刑の執行延期について
　まず，3条では減刑の判断は法廷における裁判官の権限とされる。なお，イスラーム法廷の判
事（qadi）の任命は69条の1項で主に州政府の委員会の助言に基づいて州の最高責任者である
スルタン8）（sultan）が行う。次に妊婦に対する刑の延期について，54条では，石打刑の場合，
妊婦の受刑者には出産まで刑の執行を延期するよう規定している。55条では，鞭打ち刑の場合
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も出産まで刑の執行を延期するようとある。なお，54条では石打刑に限定して，もし出産後の
子供に乳をやる乳母がいない場合には，さらに2年間の授乳期間を与え，それを終えた後，すみ
やかに刑を執行するように規定している（Sisters　in　Islam　eds1995：110，127，130）。
　以上がクランタン州におけるフドゥード法案の姦通羅の概要である。そこで我々が注目するフ
ドゥード法案の姦通罪の問題となるポイントを整理すると次の4点にまとめられる。
　①姦通罪の認定では，被告人の4回の自白や4人の公正な男性ムスリムの証言が重視9）されて
　　いるが女性ムスリム証言の証拠能力10）については規定されていない点。
　②裁判において，認定されなかった証言には刑罰（カザフ刑）が科せられている点。
　③状況証拠が認められていない点。
　④姦通罪の証拠として，未婚女性の妊娠が重視されている点。
　では，以上の4点を踏まえ，次節では、まず、マハティール前首相の演説を例として取り上げ、
それを参考に姦通罪をめぐる問題点について検討していく。
H　姦通罪に関する問題点について
　本節ではPASによるフドゥード法案可決の問題点を指摘しているマハティール前首相の演説
内容を参考に姦通罪に関する問題点を明らかにし、その問題点を深く掘り下げて考察していきた
い。ではさしあたりマハティール前首相の演説の概要を整理しておく。
1　マハティール前首相の澱説の概要について
　1994年3月3日にクランタン州のアラブ語学センターで行われた，マハティール前首相の演
説はその前年にPASが可決したフドゥード法案への疑義がメインテーマであった。ここでは前
首相がフドゥード法案に対して，どのような問題意識を持っていたのか明らかにし、フドゥード
法案の問題点を整理したい。さしあたり，以下に演説の概要をまとめておく。
　近年，クランタン州で可決されたフドゥード法案はPASの党利党益を追及する人々による，
コーラン解釈の結果に過ぎないことを我々は理解するべきである。しかも，このフドゥード法案
は欠陥が多すぎる。例えば，同法案では，レイプ事件の場合，レイプ犯を姦通ではなく，強姦の
罪で裁くためには4人の目撃者が必要であると規定している。そもそも，レイプは公衆の面前で
行われないのが常識である。つまり，目撃者の証言のみを証拠とする同法ではレイプ犯を裁くこ
とは事実上，不可能であり，逆にレイプ被害者が姦通罪に問われかねないのである。また，フドゥー
ド法案の可決は華人，インド系住民などの非ムスリムを多く抱える，マレーシアの特殊な現状を
無視している。PASの指導者連中は「フドゥード法は非ムスリムを対象としない」といってい
るが，この発言は疑わしい。預言者は「イスラーム法はムスリム，非ムスリムの区別なく，全人
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類を対象とした法である」と述べており，これまでのPASの政治姿勢を鑑みるならば，いずれ
は非ムスリムにも適用すると主張することは明らかだ。そもそも，宗教的価値観の相違によって，
同じ罪でも刑罰が異なるというのは不公平である。従来，マレーシアでは国家の定める刑法（連
邦法）がレイプをはじめとする様々な犯罪に対応してきたが，これまで大きな問題は起きていな
い。UMNOはイスラームの教義にあるフドゥード法は否定しない。あくまで，　UMNOが批剖
するのはPASの身勝手な聖典解釈によって可決されたフドゥード法案なのである（Sisters　in
Islam　eds1995：63写6）。
　以上，上記の演説の内容を踏まえ，フドゥード法案可決の問題点を箇条書きで整理すると以下
のようになる。
　問題点①刑法（連邦法）の犯罪抑止効果に対するマレー系の人々の疑念の拡大
　問題点②PASの党勢拡大
　問題点③非ムスリムの反発
　問題点④PASのフドゥード法案の下でのレイプの剖別問題
　では上記の4つの問題点を踏まえ，①フドゥード法の導入に対する一般のマレー系の人々と
宗教指導者の見方，（2）PASとUMNOの政治的駆け引き，（3）姦通罪とレイプ問題の三点につ
いて詳細に考察していく。まず，（1）から検討していく。
27ドゥード法の導入に対するマレー系の人々と宗教指導春の見方一クアラルンプールにある
　モスクでの聞き書き調査を参考に
　ここではクアラルンプールのモスクで実施した筆者の調査結果を参考にクアラルンプール在住
のマレー系の人々と宗教指導者達がフドゥード法の導入をどのように考えているのかについて検
討していく。では，まず検討に入る前に筆者の調査概要について簡単に説明しておく。
　筆者は2001年11月から2002年3．月にかけて，クアラルンプールにある三つの公立モスク《マ
ラヤ大学モスク，国際イスラーム大学モスク，バンサモスク》に勤務する宗教指導者11）（イマー
ム，ビラール各1名ずつ）とそのモスクに通う人々（彼らの多くは地方出身者で主な職業はタク
シー運転手，教師，飲食店店員，大学生，公務員など）を対象に聞き書＝き調査を行った。調査方
法は筆者があらかじめ用意した10題前後の設題を質問し，r顧で答えてもらう形で行った。その
結果は以下のとおりである。
　まず，調査対象者（29人：男性28人女性1人）に「マレー社会にフドゥード法を導入するこ
とに賛成ですか・反対ですか」という質問をしてみたところ，賛成（20人），反対（5人），ノー
コメント（4人）という結果となった。また，各モスクに勤務するイマームやビラールにも同じ
質問をしてみたところ，6人全員が賛成という結果となった。
　次に賛成・反対の理出について尋ねてみたところ，賛成の理由として，「フドゥード法はイス
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ラームの教義にある法だから守らなければならない」もしくは「フドゥード法にある厳罰によっ
てさらなる犯罪の抑止効果が期待できる」という意見が目立った（20人中17人）。なお，後者
のコメントからは先程の問題点①にある従来の刑法の犯罪抑止効果に対する不満が窺える。
　一方，反対の者は「マレーシアは多民族国家なのでフドゥード法を導入すると各民族間で対立
が生じ，調和が壊れてしまう」とか「近代社会において，前近代的な色彩の強いフドゥード法の
導入には問題が多い」と述べている。なお，前者のコメントは先程の問題点③と同じである。
　上記の結果から，フドゥード法は神の与えた法であるという認識にたち，その導入に前向きな
人々が多数派であることがわかる。しかし，フドゥード法の導入を支持した者が全て，PASの
可決したフドゥード法案を支持しているわけではない点には注意が必要である。例えば，マラヤ
大学モスクのイマームは「神の法だからフドゥード法の導入には個人的に賛成だが，マレーシア
が多民族国家である以上，そのことを踏まえ，きちんと議論すべきだ。従って，PASによるフ
ドゥード法案の可決は時期尚皐だと思う」と指摘している。さらに2007年の筆者の調査に応じ
た，UMNO系の下部組織「Yayasan　kalian＆strategi　Melayu（マレー調査・戦略協会）」に
所属する男性幹部も「PASのフドゥード法案は厳格すぎる。石打でなく鞭打ちならば認めても
よい」と指摘しており，マレー社会へのフドゥード法導入自体は反対しないがPASのフドゥー
ド法案可決には反対だという立場の者が少なからず存在するとみられる。
　以上，筆者の調査に応じたクアラルンプール在住者や各モスクの宗教指導者の間では，PAS
によるフドゥード法案可決を支持するかどうかは劉として，フドゥード法の導入自体は支持する
者が多数であることがわかった。また，その支持の理由として，フドゥード法は神の法とする認
識の他に，厳罰による犯罪抑止効果が指摘されていることから問題点①の従来の刑法の犯罪抑止
効果への不満が窺える。一方，少数派であるが，反対の者は問題点③のフドゥード法導入が民族
間対立を助長するという懸念を持っていることがわかった。
　では次にフドゥード法案をめぐるUMNOとPASの政治的駆け引きについて検討していく。
3　フドゥード法案をめぐるPASとUMNOの政治的駆け引き
　まず，PASは党の立場として，フドゥード法案可決の理由について以下の4点をあげている。
　Aフドゥード法は神の法であるためにムスリムは同法に従うしかない。
　B人間の作った法は神の法の前では不完全である。
　Cフドゥード法は近年、多発する犯罪を抑え込むのに効果がある。
　Dフドゥード法はムスリムだけでなく非ムスリムを含めた全ての国民の生命、財産を守る
　　［Sisters　in　Islam　eds．1995：5L53］。
　以上から，PASは，上記のAやBにあるように人間の作った法（連邦法など）が神の法では
ないことを説き，神の法であるフドゥード法の導入によって，マレー社会を「より」イスラーム
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の教義に絶ったものにしようと志向していることがわかる。つまり，多和田の言葉を借りるなら
ば，フドゥード法の導入に代表されるPASのイスラーム化政策は世俗国家的な社会像からイス
ラーム的なそれへの転換を明確に志向しているのである［多和田2005：134］。また，Cには凶悪
化する犯罪に対する罰則の強化のほかに，都市部を中心に社会問題化しているボーシアー2）
（bohsia）をはじめとした若者の性風俗の乱れを改善したいという意図がこめられているとみら
れる。ともあれ，PASによるフドゥード法案可決の意図は同法の意義を上記の四点を根拠にマ
レー系の人々に再認識させることにあったといえる。
　また，PAS政権下でのクランタン州におけるフドゥード法案の可決は州議会にイスラーム関
連の法令を制定，施行する権限をみとめるマレーシア連邦憲法附則九表第ニリストの規定に準じ
たものであり，連邦政府与党UMNOといえども，これを廃案に持ち込むことは極めて困難であ
る点には注意すべきである［多和田2005：123］。つまり，その点から判断するならば，PASに
よる同法案の可決は「イスラーム法は州政府の専権事項」という原則をたてに，連邦政府からの
直接的な介入を回避するといったマレーシア法体制の盲点をうまくついているといえる。
　一方，与党UMNOはクランタン州におけるフドゥード法案の可決がマレー系の人々の支持を
集め，問題点②PASの党勢拡大にあるPASの党勢拡大を許し，他州の宗教行政に影響を与える
ことに対して警戒感を持っている。事実，先程の調査結果からもフドゥード法導入には前向きな
者が多数派であったことから，今後，PASの姿勢を評価する者が増加する可能性が高い。また，
それ以外にUMNOが憂慮するのは，各州政府レベルにおけるフドゥード法案可決の有無によっ
て姦通罪が適用される・適用されないという対応の違いが生じる点，ムスリムと非ムスリム間の
姦通ではイスラーム教徒である前者にだけ姦通罪が適用されるといった点から法の下の平等の原
則が担保できなくなることである。つまり，上記の二点から問題点①にある従来，ムスリム・非
ムスリムの劉なく，全てのマレーシア国民に適用され，法の下の平等を担保してきた連邦法を中
核とする法体制を見直しすべきだという意識がマレー系の人々を中心に広まりかねないことを
UMNOは憂慮しているのである。従って，こうした事態を極力，避けたいとする意図からマハ
ティール前首相は先程の演説の中で刑法の有効性を強調していたといえよう。
　さらに問題点③非ムスリムの反発にみられるように，UMNO関係者は先程のPASの主張D
にあるフドゥード法の適用範囲を非ムスリムにまで拡大することに対する非ムスリムの不安や不
満の拡大についても警戒している。なぜならば，非イスラーム教徒の不満や不安i3）の高まりは，
MCA（マラヤ中国人協会）やMIC（マラヤ・インド人会議）といった非ムスリムの政党との連
携によって政権を維持するUMNOにとって，極めて憂慮すべき問題であるからである（荻原
1994：220）。とはいえ，先程のイスラーム法の制定は州政府の専権事項という原則から，現在の
ところ，UMNOの対応としては，憲法との整合性に問題があることを根拠に同法が施行されな
いように（多和田2005：134），政治的圧力をかけることしかできず，ジレンマとなっているの
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である。
　以上，クランタン州のフドゥード法案可決をめぐって，華人やインド系住民など非ムスリムと
の調和を図るためにも連邦法を中核とする法体制を維持したいUMNOとイスラーム法を主軸と
する社会の建設こそ望ましいとするPASとの間で激しい政治的対立が起きていることがわかる
（フドゥード法案に対するUMNOの政治姿勢についてはHamayotsu（2003）を参照）。また，
その対立をもう少し深く掘り下げると，その政治闘争は多民族国家マレーシアにおいて，法の下
の平等を担保しつつ，イスラーム法と連邦法をどのように両立させていくのかという，マレー社
会の根本的な政治構造上の課題を浮き彫りにしているといえよう。
4　7ドゥード法案における姦通罪とレイプ問題について
　ここでは，先程の問題点④にある，フドゥード法案の下での姦通羅とレイプ判別の問題に関す
る各方面の関係者の言説について考察する。さしあたり，本格的な議論の準備として，非政府系
「NGO」のAWAM　14）（全女性活動組織）の報告書（2002）を参考にマレー社会におけるレイプ
対策について触れておく。
Dマレー社会におけるレイプ問題の現状と対策
　まず，AWAMの報告によると警察のレイプ犯罪の捜査は一般的に次のように進められている
という。
　①警察署でのレイプ被害者の供述調書と調査報告書（現場の特定など）の作成
　②レイプ被害者に対する医学的検査（女性の身体に残留した精液や塩液の採取や引っかき傷な
　　どの有無など）
　③容疑者の逮捕（拘留期間は14日）。レイプ被害者による確認作業やDNA検査による容疑の
　　裏づけを進める。
　上記の捜査を通じて，レイプ犯の容疑が固まると，次に連邦法の刑法によって刑事裁判が行わ
れる。この刑事裁判では上記の捜査プロセスから得られたレイプ被害者の供述や精液血液など
の証拠が重視される。近年では，レイプに関する刑法がマレーシア連邦議会で改正（1988年）さ
れ，改正以前では禁固刑の最低期限の規定はなく，レイプ犯は1，2年で出所できたが，改正後
では5年以上20年以下の禁固刑と鞭打ちが科せられることになった（刑法376条）。1998年の
全国警察による調査では有罪になったケースでの刑期の田野は5年から8年の禁固刑が56．4％，
13年から20年の禁固刑が10．9％となっている。ただし，例外として，13歳以下の少年の場合は保
護の対象となるために上記の刑を執行できない（刑法113条）（AWAM　eds2002：39，47－50）。
　では，次にフドゥード法案における姦通とレイプの認定に関する各方面の関係者の言説を考え
ていきたい。
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2）姦通罪とレイプ認窺をめぐって
阻】一フドゥード法案反対派の言説
　まず，コラムニストのSyed　Akbar　Aliによれば、姦通罪の認定上の問題点として，クラン
タン州のフドゥード法案では目撃者証言と自白しか証拠として認められておらず，残留精液や血
液引っかき傷などの物証や科学的な証拠は認められていないのはレイプと姦通とを剖別する上
で極めて問題であるという（Sisters　in　Islam　eds。1995：185486）。上記のSyed　Akbar　Aliの
指摘からは，フドゥード法案の下では科学的物証や客観的証拠が認められない点（1の③参照）
に対する強い懸念が窺える。
　また，レイプの認定の際にフドゥード法案では4人の公正な男性ムスリムと被疑者の証言のみ
しか証拠として認められていない点（1の①参照）も問題視されている。イスラーム法研究者の
Nik　Norianiは，次のように指摘している。「かつて，　Sayidianna　Othmanが暗殺された際
その目撃者は彼の妻しかいなかったため，四人の公正な男性ムスリムの証言が得られず，彼女の
証言のみが有力な証拠として認められたことを見落してはならない。要するに，これはイスラー
ムの教義上、女性ムスリムの証言が認められている証拠である」（WAO⑳（女性支援組織）ホー
ムページ）。また，2007年の筆者の調査に応じたSisters　in　Islamの女性幹部は「客観的証拠を
採用する刑法でも立証が難しいレイプをPASのフドゥード法案で規定されている4人の男性の
証言だけで立証できるのかは疑問である。これではレイプ被害者の人権を守ることはできない」
と指摘する。
　さらに非政府系「NGO」のSUARAM　I6）（マレーシア人民の声）はカザフ罪（1の②参照）
がレイプ被害者の証言に与える影響について次のように指摘している。「レイプ被害者がレイプ
の事実を証明するには，それを目撃していた4人の男性ムスリムの証言が必要である。しかし，
それが得られなければ，被害女性の証言は認められず，カザフ罪に問われ80回の鞭打ちを受け
なくてはならない。これではレイプ被害にあった女性は泣き寝入りするしかない」（SUARAM
eds2003：l19）○
　以上のコメントを整理すると，フドゥード法案の下では，証言者が公正な男性ムスリム（4人
必要）に限定されており，女性ムスリムの証言が重視されていない点，カザフ法の影響からレイ
プ被害を受けた女性ムスリムの訴えが認定されにくい点が各方面の関係者の懸念を生んでいるこ
とがわかる。
　次に未婚女性の妊娠を姦通の証拠とみなす点（1の④参照）についてイスラーム国際大学教授
（1994年当時）のTan　Sri　Ahmad　Ibrahimは次のように指摘している。クランタン州のフドゥー
ド法案46条2項における，未婚女性の妊娠を姦通の動かぬ証拠とみなす点についてはスンニー
派四正統法学派のうちシャーフィイー学派〔マレーシアのイスラーム法の多くはシャフィイー学
派の教えを法源としている（Abdul　Maleed　Mohamed　Mackeen　1984：234）〕とハナフィー学
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派の間で問題視されており，慎重な議論が進められている。これを支持しているのは残りのマー
リク学派とハンバリ学派の中でも一部の学者だけである。そもそも未婚女性の妊娠を姦通の動か
ぬ証拠とみるのは，フドゥード法がレイプを想定していないためであり，この点はレイプ被害者
にとって極めて不公平である（Sisters　in　Islam　l995：79－80）。上記のTan　Sri　Ahmad
Ibrahimの指摘からフドゥード法案46条2項をめぐっては各州学派を代表する学者間で慎重な
議論が進められており，その導入には慎重を期すべきだという考えが窺える（イスラーム法学者
によるフドゥード法の議論についてはHooker（2003）を参照）。
　では，フドゥード法案賛成派（PAS関係者）は姦通とレイプ認定問題をどのように考えてい
るのであろうか。次にその点についてみていく。
3）姦通罪とレイプ認定をめぐって
藍2】一フドゥード法案賛成派の言説
　まず，2007年，我々の調査に応じたKL支部に勤めるPAS幹部（マレー系男性）は一連のフ
ドゥード法批判について以下のように反論している。
　「我々がフドゥード法案で裁く対象はあくまで男女の同意のもとに行われる姦通を犯した者で
あって，その同意なしに行われるレイプは対象外であり、それは性犯罪として刑法によって裁か
れればよい。姦通罪の判定には四人の公正な男性イスラーム教徒の証言をもとに厳蜜に判断され
る。また，姦通とレイプ犯の判別については，レイプ犯自身が自らの行為をきちんと証明しなけ
ればならないことになっている」。
　つまり，上記の指摘からPAS幹部は前節のフドゥード法案39条2項，44条2項にある規定
を踏まえ，被告人自らが姦通ではなくレイプであったことを4回，自白することで，姦通とレイ
プを明確に判別できると考えていることがわかる。また，同幹部は「通常の刑法では嘘つきの証
言であっても証拠として採用される可能性があるので欠陥が多い。しかし，フドゥード法ではイ
スラームに深く帰依した公正な男性ムスリムの証言しか証拠として認めていない。フドゥード法
はこの点が特に優れている」と指摘している。上記の指摘からはフドゥード法案における証拠認
定の厳密さに対する強い自信と逆に従来の刑法における証拠認定の甘さに対する不満が窺える。
　また，PAS幹部は先程の反対派が問題寄する姦通とレイプの判別問題について次のように言
及している。「フドゥード法上，男女の合意に基づく姦通と合意に基づかないレイプは全く異な
るものとして考えられている。ただし，両者の判別を困難にするレイプ被害者と加害者の結婚i7）
は問題である。従って，これはharam（宗教上認められない行為）である」。つまり，上記の指
摘からは，レイプ犯と被害者が結婚した場合，両者の証言が得られないために姦通かレイプか判
別がつかず，当事者の証言を有力な証拠とするフドゥード法案運用に支障をきたす点が問題視さ
れていることがわかる。
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　また，先程のTan　Sri　Ahmad　Ibrahimの「フドゥード法案における姦通罪の証拠認定の際
に未婚者の妊娠を重視する点は各法学派で見解の相違がみられ問題だ」とする指摘について
PAS幹部は「Tan　Sri　Ahmadの反論については我々と彼のイスラーム法に対する認識は全く
違い，我々は彼の主張を支持しない」と述べる。上記のPAS幹部の指摘で注目すべきは　「イ
スラーム法に対する認識が全く違う」という点で，これは筆者の推測であるが，シャーフィイー
法学派の見解が公の利益にそぐわないと判断される場合にはスンニー派の他の三学派（ハナフィー，
マーリク，ハンバル）の見解に従う（多和田2005：125）という原則を踏まえた上での発言であ
るとみられる。つまり，上記の発言は，フドゥード法案は公の利益に適うものであり，たとえシャー
フィイー学派の中で多少の疑義があったとしても，他の三学派の中で認められているのであれば
積極的に導入すべきだという原則を踏まえたものであるとみられる。
　さて，以上のPAS幹部の指摘からは，フドゥード法案の導入を進める背景には従来の刑法に
対する強い不満とフドゥード法をはじめとしたイスラーム法の有効性を強くアピールしたいといっ
た意識が窺える。しかし，一方で反対派が提示したレイプと姦通の認定問題については両者の剖
別の限界について言及している点からはフドゥード法案をどのように運用すべきか慎重に考えて
いきたいというPAS幹部の姿勢が窺える。
　以上，これまでの議論を整理すると，科学的物証や女性の証言が認められていないことから，
レイプと姦通の判別は困難と考えるフドゥード法案反対派（UMNO、非政府系・政府系「NGO」
など）と当事者の告白と4人の公正な男性イスラーム教徒の証言によって判別可能と考える容認
派（PAS）の認識が鋭く対立していることがわかる。また，前者のフドゥード法案反対派がレ
イプ被害にさらされている女性イスラーム教徒の人権擁護を問題罪している点には留意すべきで
ある。このことはPASのフドゥード法案の下でのレイプと姦通の判別問題が政治レベル，イス
ラーム法学レベルにおいて，レイプ被害者の人権擁護の観点を踏まえた（イスラームとセクシャ
リティをめぐる）議論に発展していることを示している。
　では最後にこれまでの議論を整理し，クランタン州におけるフドゥード法案の可決をめぐる様々
な議論の内容から窺えるマレー社会におけるイスラームのあり方とその現状についてさらに深く
考えてみたい。
結論
　まず，IIの2で取り上げた調査結果を参考に考えるならば，多数のマレー系の人々は，フドゥー
ド法がコーランやハディースに記されているイスラームの法である以上，同法に従うべきだとい
う意識を共有していると考えられる。
　ただし，マハティール前首相の懸念にもみられたように現実問題として，フドゥード法を聖典
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の教えどおり忠実に導入することは多民族国家であるマレー社会に様々な混乱を引き起こしかね
ない。従って，UMNOがPASによるフドゥード法案可決を批判するのは，同法案の可決が非
イスラーム教徒との調和を乱し，民族間の対立の火種となることへの危機感からである。また，
連邦政府で与党を占めるUMNOといえども，宗教行政の権限は州政府にあるとする憲法上の規
定から，クランタン州のフドゥード法案を廃止することはできない点がこの問題をさらに複雑な
ものとしている。つまり，Hの3で触れたように，　PASのフドゥード法案と刑法（連邦法）と
の間にある著しい「ズレ」が放置されることにより，今後，マレー系の人々を中心に従来の連邦
法を中核とする法体制への不信感が拡大する危険性が高くなってきているのである。
　逆に，PAS側からすれば，フドゥード法案可決は，従来の連邦法を中核とした法体制のあり
方に疑義を申し立てる上で格好の材料である。筆者の調査に応じた先程のPAS男性幹部は「華
人系男性がマレー系女性と姦通した場合，その男性は罪に問われないという不公平な状況は問題
だ。しかし，マレーシアがイスラーム国家になり，全てのマレーシア国民がイスラーム法に従う
ことになればそれは簡単に解消する」と主張している。つまり、従来の連邦法を中核とする法体
制が上記のフドゥード法案との「ズレ」を生んでいると批判し，それを解消するにはイスラーム
法を中核とするイスラーム国家の樹立しかないというのである。その点から察するならば，PAS
によるフドゥード法案可決の意図は神の法とされるイスラーム法と国家によって制定される連邦
法との著しい「ズレ」を顕在化させ，両者を並存させている多民族国家マレーシアの法体制上の
問題点を浮き彫りにすることにあったといえる。
　一方，PASのフドゥード法案の中身について目を向けると政府系・非政府系「NGO」関係者，
イスラーム法学者間では以下の3点が問題視されていることがわかる。
　①レイプと姦通の判別に際し，DNA検査などの科学的証拠や女性ムスリムの証言は証拠とし
　　て認められていない点。
　②4人の目撃者の証言がなければ，レイプを訴えた女性がカザフ羅で裁かれかねない点。
　③イスラーム法学者間でも議論となっている未婚女性の妊娠を姦通の有力な証拠とみなしてい
　　る点。
　以上，上記の3点にあるように，反対派はPASのフドゥード法案の内容はレイプ被害者に対
して妊娠を根拠に姦通罪で罰してしまいかねないなどレイプ被害者の人権に配慮していない点か
らマレー社会の実情に合わないと批判していることがわかる。実際に筆者の調査に応じた
SUARAMの男性幹部は「確かにPASのいうようにフドゥード法は神の法であるが，現実問題
として近代化に突き進むマレー社会では，前近代的なフドゥード法を導入しようとするPASの
試みは不可能ではないか」と指摘する。つまり，上記の指摘からも反対派は近代化が進み，女性
の人権の尊重，レイプ事件への対応（といったセクシャリティをめぐる問題）が重視されるよう
になったマレー社会において600年も前の法（フドゥード法）で秩序を取り戻そうという発想自
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体、ナンセンスだと考えているとみられる。とはいえ，反対派は先程のマハティール首相の演説
にあるようにイスラームの教義にあるフドゥード法を全否定しているわけではない。つまり，反
対派はイスラーム教義にあるフドゥード法を否定しないが，それが現実社会の実情に合わないな
らば，フドゥード法をそのまま導入すべきではなく柔軟に対応すべきだと考えているのである。
その逆に賛成派はイスラームの教義にある以上，フドゥード法をそのまま導入することが神の意
思に挙った当然のことであり，それが社会秩序の安定をもたらす道だと考えている。まとめると，
賛成派はイスラームの教義の説く理想社会に向かって現実社会を変えることが重要と考える「よ
り理想主義的な思考」をするのに対して，反対派は，市民社会が根付き，多民族社会である現実
をまず踏まえ柔軟に対応すべきという「より現実主義的な思考」をしているといえる。そして，
両者の思考の違いがPASのフドゥード法案を含む，イスラームの教義と現実社会との「ズレ」
をどのように解消すべきかという点をめぐって鋭く対立し，セクシャリティなどの問題をはらみ
ながら，イスラーム教義解釈や政治など様々なレベルでの活発な議論に発展しているといえよう。
　最後に今後の課題について触れておく。本論文ではフドゥード法案の姦通罪をめぐる議論に焦
点をあて，政治や法制度の問題女性の人権擁護といったセクシャリティの問題など多岐に渡っ
て論じてきた。その結果，フドゥード法案問題の概要をいくらか明らかにできたが，やはり上記
の個々の問題に対して，深く踏み込んだ分析が足りないように思う。特にフドゥード法案の個々
の内容（1で整理した刑罰や減刑措置など）について，各方面の関係者や一般のマレー系の人々
がどのように考えているのか検討する必要があるだろう。また，同法案に対する非イスラーム教
徒の認識については筆者の調査不足からほとんど触れられなかった。こうした点を今後の調査・
研究に活かして行こうと考えている。
注
1）PASはマレー半島東海岸部のクランタン州やトレンガヌ州といったマレー系の人昌比率の高い地域に勢
　　力を持つ政党である（多和田1995：108）。
2）マレーシアは連邦制を採用しており，連邦法はすべて連邦政府の管轄下にある。また，イスラーム法，
　　アダット法に関するものを除く一切の裁判所は連邦法により設置されている。ちなみに原則として連邦
　　法とイスラーム法の問には優劣関係は存在しない（安田1980：199，206）。
3）UMNOは連邦政府の与党であり、華人の政治組織であるMCA（馬華公会）やインド系住民の有力者
　　によって結成されたMIC（マラヤ・インド人会議）と連立することによって政権を維持している（荻
　　原1994：221，232）。
4）マレーシアにおける「NGO」には政府の財政支援を受けている政府系NGOと受けていない非政府系
　　NGoの二つのタイプがある（c£Meredith　Lweiss　2006：112－113）。なお，厳密にいうと前者はNGo
　　（非政府組織）の概念に当てはまらないが，そこに所属している職員は自らの所属する組織をNGOであ
　　ると主張しており，その点を踏まえ，本論文では政府系「NGO」と表記する。
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5）2007年の調査では2001年から2002年の調査結果を踏まえ、特に反フドゥード法案キャンペーンを主導
　　してきた非政府系「NGO」のSisters　in　Islam，フドゥード法案導入を進めているPASの関係者を対
　　象として現在（2007年），フドゥード法導入についてどのような考えを持っているのかについて聞き取
　　り調査を行った。
6）非政府系「NGo」のsisters　in　Islamは1993年に設立され，プタリン・ジャヤにその本部がある。
　　2007年の筆者の調査に応じた女性幹部によれば，「Sisters　in　Islamの主な活動としては政府へのロビー
　　活動や新聞などのマスメディアを通じた広報活動で，主な活動の担い手は女性ムスリムである」という。
7）イスラーム刑法の中の矯正刑であり，裁判官の裁量に任されている（森2001：589）
8）マレーシア半島部のペナンとマラッカを除く九つの州の男系世襲の首長が持つことを許される称号。こ
　　の首長の中から五年ごとにスルタン就任の先任順に選ばれる国王がおり，九つの州のスルタンと国王に
　　よって任命される州の知事が統治者会議を作って国王の選任，スルタンの地位と権限，国教としてのイ
　　スラーム，憲法153条が規定するマレー人の特権などマレー人優位の基本原則を守る役割を果たしてい
　　る（荻原1994：214－215）。
9）PASのフドゥード法案では公正な男性ムスリムによる証言や被疑者の告白が重視されているが，これは
　　告白こそがイスラーム法上の証拠として最も重要な方法であるという原則（Abdul　Muin1999：15）に
　　従ったものであると考えられる。
10）Mohammad　Hashim　Kamaliによれば，「PASのフドゥード法案では女性ムスリムは姦通だけではな
　　く他の刑罰についても目撃者として資格を認められていない」（Mohammad　Hashim　Kamali1995：25）
　　という。
11）筆者の調査（2001年）によると，現在，国内の公立モスクには専門の祈りの導師・イマーム（imam）
　　と礼拝呼び出し係のビラール（bilal）が数名ずつ勤務している（ちなみに宗教指導者は男性が一般的で
　　ある）。なお，公立モスクに勤務するイマームは各州政府（首都は連邦政府）に設置されている宗教局
　　（mallis　ugama）に所属し，給与を得ている。ビラールも公立モスクの諸経費の中から給与を得ている。
12）マレー系，華人系の女学生達がディスコなどの盛り場で出会った不特定多数の男性とフリーセックスを
　　するという社会問題。同問題の詳細については竹野（2007）を参照。
13）例えば，マレーシア・仏教・キリスト教・ヒンドゥー教・シーク教連合協議会は与野党を問わず，非ム
　　スリムの政党代表者にフドゥード法案反対の意を伝え支持を求めている（多和田2005：134）。
14）AWAMは1988年に設立され，現在はプタリン・ジャヤに本部がある。2007年の調査に応じた華人系
　　男性幹部は活動について次のように述べている。「主な活動はレイプ被害者への電話カウンセリングや
　　法律相談，レイプ関連書籍の出版，セミナーの開催で，活動の担い手は主に華人系女性やマレー系の女
　　性ムスリム達である」。
15）政府系「NGO」のWAOは1982年に設立され、政府の財政援助を受けながら被害者に法律や対処法な
　　どの情報を提供する広報活動を精力的に進めている。その他にも，夫による妻への暴力問題対策として，
　　1986年，虐待された妻や子を保護するための宿泊施設をプタリン・ジャヤとペナンに設置し，運営して
　　いる（ラジエンドラン19961102）。
16）SUARAMは（ISA（国内治安維持法）廃止を目指す）人権支援「NGO」。主な構成員は華人、インド系、
　　マレー系の若者達：である。なお，2005年8月，2006年8月に筆i者はスランゴール州プタリン・ジャヤ
マレー社会における姦通罪（Zina）に関する一考察 123
　　　にある本部に数回訪れ，マレー系の青年幹部を対象に簡単な聞き取り調査を行った。
17）AWAMによるといくつかのレイプ事件で加害者と被害者が結婚するケースが報告されているという。
　　　その主な原因としては被害者の家族や親族が被害者に対して加害者と結婚を勧めることが考えられてい
　　　る（AWAM　eds　2002：17，160－161）。
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アンケート項目
　1。Nama（名前）？，　Umur（年齢）？，　Asal（出身）？，　kerja（職業）？
　2。A簸da　bersetulukah　sekiranya　hukum　hudud　dijalanka簸di　Malaysia？
　　（あなたはマレーシアにフドゥード法を導入することについてどのように考えていますか）
　3。Kenapa？（なぜそのように考えているのですか）
